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全子会社になり、そのパナソニックも 2012 年 3 月期に 7721 億円の史上最悪の赤字を計上し，
シャープも同期に 3800 億円の赤字，2000 人の希望・早期退職者を募ったところ，2960 名がこ
れに応募した。パナソニックも本社従業員 7000 人を半減することが報じられ，雇用問題が深刻
となった。シャープは 2016年 4月 2日に鴻海精密工業との間で買収契約を結んだ後、鴻海によっ
てなおも国内 3000 人規模のリストラが検討されている旨が報道された1。 
全国規模で電機産業（現産業中分類では電子部品・デバイス・電子回路製造業、電気機械器
具製造業、情報通信機械器具製造業）は 1990 年代まで日本のリーディング産業であった。従業
者数で見るとピークは 1991 年で 198 万 2887 人を数え、同年輸送機械産業の 98 万 3530 人の倍
の受け皿を有していた。また製造品出荷額等ではピークは 1997 年で 60 兆 3814 億円を計上し、
輸送機械産業の 47 兆 4481 億円をゆうに超えていた。ところが最新の 2014 年時の調査では従業
者数は 101 万 5897 人にピークの 51.2 パーセントに、製造品出荷額等もピークの 65.4 パーセン
トに大きく落ち込んでいる。 
この凋落の主因は 2 点あると考えられる。まずは 90 年代半ばの 1 ドル＝80 円を超える円高、
南巡講話後の中国の積極的開放政策を契機とする、日系の大手のみならず中堅・中小のエレク
                                                     
1 日本経済新聞 2016 年 5 月 14 日朝刊 










連するもので、20 年余の間に電機産業の従業者数が 100 万人弱失われたのである。では他の製
造業部門で雇用の受け皿として安定している産業があるだろうか。電機産業が 100 万人弱も従
業員を減少したことによって、輸送機械産業が電機産業に匹敵する 980 万 505 人の従業者数を









広がり、雇用に占める非正規雇用の割合は 2012 年で 38.2 パーセントまで拡大した。グローバ
                                                     
2 日系自動車メーカの新興国現地化戦略については宮嵜［2014］ならびに宮嵜［2015］を参照されたい。
なお、ホンダは４人１組で複数の部品を組み付ける新生産方式（10％の作業効率向上）を日本ではなく、
タイ工場に初めて導入した（日本経済新聞 2016 年 5 月 13 日朝刊）。このことは、日系自動車メーカにとっ
て市場も生産拠点もターゲットが新興国に置かれているということを如実に示している。また、日産自動
車も系列の自動車部品メーカ最大手のカルソニックカンセイの全株を売却する検討に入ったと報道されて

























  2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 
総       数 5,211,725 6,137,905 6,727,926 7,334,077 8,346,969 8,350,835 6,789,658 
ア ジ ア 計 3,511,513 4,208,095 4,627,478 5,247,125 6,130,283 6,153,827 4,814,001 
韓国 1,459,333 1,588,472 1,747,171 2,117,325 2,600,694 2,382,397 1,586,772 
中国 448,782 616,009 652,820 811,675 942,439 1,000,416 1,006,085 
台湾 785,379 1,080,590 1,274,612 1,309,121 1,385,255 1,390,228 1,024,292 
3 か国計 2,693,494 3,285,071 3,674,603 4,238,121 4,928,388 4,773,041 3,617,149 
3 か国割合 51.7% 53.5% 54.6% 57.8% 59.0% 57.2% 53.3% 
2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年 
総       数 8,611,175 6,218,752 8,358,105 10,363,904 13,413,467 19,737,409 
ア ジ ア 計 6,528,432 4,723,661 6,387,977 8,115,789 10,819,211 16,642,418 
韓国 2,439,816 1,658,073 2,042,775 2,456,165 2,755,313 4,002,095 
中国 1,412,875 1,043,246 1,425,100 1,314,437 2,409,158 4,993,689 
台湾 1,268,278 993,974 1,465,753 2,210,821 2,829,821 3,677,075 
3 か国計 5,120,969 3,695,293 4,933,628 5,981,423 7,994,292 12,672,859 
3 か国割合 59.5% 59.4% 59.0% 57.7% 59.6% 64.2% 
資料：日本政府観光局（ＪＮＴＯ）より作成 
 
 表－1 は 2003 年からの訪日外国人旅行者数の推移ある。2009 年、2011 年の訪日外国人旅行
者数の減少はリーマンショックならびに東日本大震災・福島第 1 原発事故によるもので、2012
年に 2007、2008 年水準に回復した後、2013 年から訪日外国人旅行者数は急増する。 
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 表－2 から顕著なように、この急増の主要因は中国人旅行者の増大にある。そのプッシュ要
因は中国の経済成長によって中間層の厚みが増したことがあり、プル要因としては 2012 年末以
降からの円安とビザ発券条件の緩和があり、2015 年は 2012 年と比べて 3.5 倍の約 500 万人の
中国人観光客が来日し、「爆買い」とともに莫大なインバウンド収入がもたらされた。2015 年
の訪日外国旅行者の内訳は韓国人旅行者が 20.3 パーセント、中国人旅行者が 25.3 パーセント、
台湾人旅行者が 18.6 パーセントで、この三か国で 64.2 パーセントを占め、この三か国を含む
アジアからの訪日旅行者は 84.3 パーセントを占めている。ひるがえって 2003 年からの推移を
みると、この 3 カ国からの旅行者の割合は 5 割を占めており、2015 年は突出して多かったとい
えよう。 
 
表－2 訪日外客指数（2012 年＝100）） 
  2012 年 2013 年 2014 年 2015 年 
総       数 100 124.0 160.5 236.1 
ア ジ ア 計 100 127.0 169.4 260.5 
韓国 100 120.2 134.9 195.9 
中国 100 92.2 169.1 350.4 
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http://www.tomioka‐silk.jp/tomioka‐silk‐mill/guide/record.htmlより作成
 
図－2 2014 年度富岡製糸場月間入場者数 
 
 2014 年度の月間入場者数を図－2 でみると 4 月の 3 万 8821 人から 5 月には 10 万 9703 人に急
増し、その後も 11 月に 17 万 7071 人に増大を続けた。富岡製糸場は 2005 年 10 月 1 日に前所有
者の片倉工業株式会社から富岡市に管理が移管され、2006 年 1 月にユネスコ世界遺産暫定リス
トに記載され、2012 年 7 月 12 日に文化審議会世界文化遺産・無形文化遺産部会世界文化遺産
特別委員会にて、世界遺産への推薦が了承、同 24 日に文化審議会世界文化遺産・無形文化遺産
部会にて、世界遺産への推薦が了承され、8 月 23 日に世界遺産への推薦が政府として正式に承
認され、9 月 25 日に「富岡製糸場と絹産業遺産群」の推薦書（暫定版）がユネスコ（the United 
Nations Educational, Scientific and Cultural Organization）へ提出され、翌 2013 年 1 月 31 日には
その正式版がユネスコに提出された。こうした長い準備があって、9 月 25 日からイコモス
（International Council on Monuments and Sites、ICOMOS、国際記念物遺跡会議）の現地調査が
行われ、2014 年 4 月 26 日にイコモスによる評価結果及び勧告が提出され、それを受けて 6 月





















1945 年 11 月に採択された「ユネスコ憲章」前文には以下のように記されている。 














































 2015 年 6 月 28 日から 7 月 8 日にかけてボンで開催された第 39 回ユネスコ世界遺産委員会で
文化遺産 23 件、複合遺産 1 件計 24 件が新規に登録され、この結果、世界遺産は 1031 件（文化
遺産 802 件、自然遺産 197 件、複合遺産 32 件）となった4。1000 件への道のりのなかで、図－
3 にみられるよう 1990 年代の急増ぶりが突出している。世界遺産に込められた「人類共通の遺
産の保護・保全」という当初の責務と並行して「巨大ビジネス」への期待が込められるように
なったのである。現在では各国 1 年間で推薦できる枠は文化遺産、自然遺産各 1 件ずつに制限 
                                                     
3 訳は文部科学省 http://www.mext.go.jp/unesco/009/001.htm、括弧内は原典で引用者による。 
4 文化庁記念物課世界文化遺産室、「第 39 回ユネスコ世界遺産委員会について（概要）」［2015］、登録され
た 23 件の中には「明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業」も含まれている。審議候補は
38 件（うち 4 件は拡張申請）で、そのうち 2 件の取り下げがあって、36 件について審議されたので、登録
は約 3 分の 2 となる。 
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表－3 日本における世界遺産 
1 法隆寺地域の仏教建造物 文化遺産 / 1993 / (ⅰ)(ⅱ)(ⅳ)(ⅵ) 
2 姫路城 文化遺産 / 1993 / (ⅰ)(ⅳ) 
3 屋久島 自然遺産 / 1993 / (ⅶ)(ⅸ) 
4 白神山地 自然遺産 / 1993 / (ⅸ) 
5 古都京都の文化財（京都市、宇治市、大津市）/ 文化遺産 / 1994 / (ⅱ)(ⅳ) 
6 白川郷・五箇山の合掌造り集落 文化遺産 / 1995 / (ⅵ)(ⅴ) 
7 原爆ドーム 文化遺産 / 1996 / (ⅵ) 
8 厳島神社 文化遺産 / 1996 / (ⅰ)(ⅱ)(ⅳ)(ⅵ) 
9 古都奈良の文化財 文化遺産 / 1998 / (ⅱ)(ⅲ)(ⅳ)(ⅵ) 
10 日光の社寺 文化遺産 / 1999 / (ⅰ)(ⅳ)(ⅵ) 
11 琉球王国のグスク及び関連遺産群 文化遺産 / 2000 / (ⅱ)(ⅲ)(ⅵ) 
12 紀伊山地の霊場と参詣道 文化遺産 / 2004 / (ⅱ)(ⅲ)(ⅳ)(ⅵ) 
13 知床 自然遺産 / 2005 / (ⅸ)(ⅹ) 
14 石見銀山遺跡とその文化的景観 文化遺産 / 2007 / (ⅱ)(ⅲ)(ⅴ) 
15 平泉̶仏国土（浄土）を表す建築・庭園及び考古学的遺跡群 ̶ 文化遺産 / 2011 / (ⅱ)(ⅵ) 
16 小笠原諸島 自然遺産 / 2011 / (ⅸ) 
17 富士山－信仰の対象と芸術の源泉 文化遺産 / 2013 / (ⅲ)(ⅵ) 
18 富岡製糸場と絹産業遺産群 文化遺産 / 2014 / (ⅱ)(ⅳ) 
19 明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業 文化遺産 / 2015 / (ⅱ)(ⅳ) 
出典：http://www.unesco.or.jp/isan/list/asia_2/、算用数字は登録年、時計数字は世界遺産登録基準（注 5 参照）。 

























※なお、世界遺産の登録基準は、2005 年 2 月 1 日まで文化遺産と自然遺産についてそれぞれ定められてい
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されている。それでも審議候補が 36 件に上っており、今後はより狭き門となろう。 
日本における世界遺産は表－3 のとおりである。さる 5 月 17 日にイコモスが国立西洋美術館
（フランスの推薦枠で、7 か国共同推薦「ル・コルジュジエの建築作品―近代建築運動への顕
著な貢献」の構成資産のひとつ）を「登録」の評価としてユネスコ世界遺産委員会に「勧告」
した。7 月 10 日からイスタンブールで開かれる第 40 回ユネスコ世界遺産委員会でこの「勧告」




















   ただし引用は安江［2011］より 





名しておきながら、批准するのに 20 年を要した（木曽［2015］、18 頁）。表－3 のリスト初登録
１～４が 1993 年に登録された所以である。批准を前提に、政府はまず暫定リストを世界遺産セ
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ンターに提出しなければならない。文化遺産は文化庁、自然遺産は環境省が中心に、各都道府
県からの要望を審査し、暫定リストに掲載するか否かを決定する。現在暫定リストに掲載され
ているのは表－4 の 10 件である。この暫定リストに記載されると、本格的な準備にかかり、電
話帳ほど厚みのあるノミネーション・ファイル（世界遺産登録推薦書）を現地の市町村と当該
都道府県は英文で作成しなければならない。政府は準備のできた物件から最も登録の可能性の
高いものを選び、その推薦書を登録の目指す前年の 2 月 1 日までにユネスコ世界遺産センター
に提出する。現在この 10 件で募集はストップしている（木曽［2015］、65‐68 頁）。 
 
表－4日本における世界遺産暫定リスト （2016 年 5 月現在） 
名       称 所在地 記載年 推薦後の経緯等 
古都鎌倉の寺院・神社ほか 神奈川県 1992 年
2012 年推薦、 
2013 年不登録勧告 
彦根城 滋賀県 1992 年   
飛鳥・藤原の宮都とその関連資産群 奈良県 2007 年   
長崎の教会群とキリスト教関連遺産 長崎県 2007 年
2014 年推薦、 
2016 年一旦取り下げ 








2009 年   
宗像・沖ノ島と関連遺産群 福岡県 2009 年 2015 年推薦決定 
金を中心とする佐渡鉱山の遺産群 新潟県 2010 年   
百舌鳥・古市古墳群 大阪府 2010 年   
平泉-仏国土（浄土）を表す建築・庭園 
及び考古学的遺跡群-（拡張） 



















古墳時代は 3 世紀中葉頃から 6 世紀末葉までで、3 世紀中葉から 4 世紀後半までの前期、4
世紀後半から 5 世紀末葉までの中期、5 世紀末葉から 6 世紀末葉にかけての後期に区分される
ようである。この時代は中国では 220 年に後漢が滅んだのちの南北朝時代にあり、『三国志』、




朝宋の『宋書』には 421 年に倭王讃が、438 年に同じく珍が、443 年に同じく済が、462 年に同
















                                                     
6 五十嵐［2013］、34 頁。筆者がこの書から引用するのはすべて白石太一郎「歴史遺産としての百舌鳥・古
市古墳群の価値」からで、氏は大阪府立近つ飛鳥博物館館長である。 













































に失われたものを含めて 102 墓の古墳が知られており、そのうち前方後円墳が 37 墓、円墳が
56 墓、方墳が 9 墓であり、墳丘長 200 メートル以上の大型前方後円墳が 4 墓存在する。一方古
市古墳群では、前方後円墳が 31 墓、円墳が 51 墓、方墳が 37 墓、墳形不明 8 墓の合計 127 墓が
知られており、うち墳丘長200メートル以上の大型前方後円墳が7墓も存在する」（五十嵐［2013］、
29 頁）。これらのうち、「世界遺産登録推薦書原案（概要版:平成 27 年度）『百舌鳥・古市古墳
群』」に資産として掲載されているのは図－7 にあるように、百舌鳥古墳群で 27 墓、古市古墳













                                                     
7 2016 年 3 月 11 日専修大学社会科学研究所会議室にて開催された研究会（2015 年度春季実態調査のため
の事前研究会）で土生田純之所員（文学部教授）が用意された資料「百舌鳥・古市古墳群について」。 












のと考えることが一般的である」（注 7 の資料）とされている。 
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世界遺産暫定一覧表に記載されるまで 
平成 18 年度 文化庁が全国の自治体に対し世界遺産暫定一覧表記載資産候補を公募（それま
では、国が選定してユネスコに推薦） 
平成 19 年 9 月 26 日 大阪府・堺市・羽曳野市・藤井寺市が共同で、世界遺産暫定一覧表記載資産候
補として「百舌鳥･古市古墳群」を文化庁に提案 
平成 20 年 9 月 26 日 文化審議会世界文化遺産特別委員会が「世界遺産暫定一覧表への記載が適当
（但し条件付）」として選定 
平成 20 年 10 月 百舌鳥・古市古墳群世界文化遺産登録有識者会議を設置 
平成 21 年 8 月 百舌鳥・古市古墳群世界文化遺産登録推進府市合同会議を設置 
平成 22 年 11 月 22 日 ユネスコ世界遺産暫定一覧表に記載 
・平成 22 年 6 月 14 日 文化審議会世界文化遺産特別委員会で記載了承 










平成 24 年度 ・文化庁との協議や有識者からの意見聴取を行いながら推薦書（原案）を作成 
・大阪府内外への情報発信の強化、機運醸成に向けた取組みを実施 
平成 25 年度 平成 25 年 6 月 4 日 
・大阪府副知事と地元 3 市長が文化庁長官に推薦書（原案）を提出 
平成 25 年 8 月 23 日 
・国の文化審議会世界文化遺産特別委員会が開催され、百舌鳥・古市古墳群の
推薦が見送られた 
平成 25 年 11 月 26 日 
・文化審議会の結果や指摘されている課題等を踏まえ、新たな目標として平成
29（2017）年の登録（平成 27 年の国内推薦）をめざすことを決定 
平成 26 年度 ・国との協議や有識者等からの意見聴取を行いながら推薦書（原案）を作成 
・大阪府内外への情報発信の強化、機運醸成に向けた取組みを実施 
平成 27 年 3 月 
・文化庁長官に推薦書（原案）を提出 
平成 27 年度 平成 27 年７月 28 日 
・国の文化審議会世界文化遺産特別委員会が開催され、「百舌鳥・古市古墳群」
の推薦が見送られた。 
平成 27 年 8 月 24 日 
・推進本部会議を開催し、文化審議会の結果等を踏まえ、新たな目標として平
成 30（2018）年の登録（平成 28 年度の国内推薦）をめざすことを決定 
平成 28 年度 ・日本の推薦候補資産に選定 
・国がユネスコ世界遺産センターへ推薦書を提出 
平成 29 年度 ICOMOS（イコモス）による審査・現地調査 
平成 30 年度 ユネスコ世界遺産委員会で登録決定 
※「平成 28 年度」以降のスケジュールは予定です 
出典：http://www.mozu-furuichi.jp/jp/approach/towards.html 
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また、同ホームページ上に世界遺産登録推薦書案（概要版）が推進本部会議に付されたもの
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 下線、ボールドは原文のままである。この 2013 年から 2016 年にかけての推薦書案（概要）
の各ユニセフの登録基準に対応した各記述だけをここで取り出した。2014/04/14 の「推薦書の











































































報 No.615 http://www.senshu-u.ac.jp/~off1009/PDF/smr615.pdf 
  http://www.senshu-u.ac.jp/~off1009/PDF/smr615-a2.pdf 
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